
令 和 元 年 度

大 阪 府 中 央 卸 売 市 場 事 業 会 計 決 算 書





　なお、令和元年度における取引状況は、

　　青果物で、20万3,048トン、532億8,989万余円

　　　　　　　　　　　　　 （前年度：20万6,391トン、553億1,330万余円）、

　　水産物で、3万8,654トン、362億5,081万余円

　　　　　　　　　　　　　 （前年度：　3万9,580トン、374億8,425万余円）、

　　合計で、24万1,702トン、895億4,070万余円

　　　　　　　　　　　　　 （前年度：24万5,971トン、927億9,755万余円）となりました。

　大阪府内の生鮮食料品等の流通は、従来、主として大阪市が開設する３カ所の中

央卸売市場のほか、各地域の地方卸売市場を経由して行われてきました。

　しかし、消費人口が増大し、その地域分布に変化がみられるとともに、生産、出荷

体制の大型化、自動車輸送の増加等、生鮮食料品の流通の諸条件が大きく変わり

ました。

　このような情勢に対処するため、昭和53年4月、特に都市化の進展と消費人口の増

加が著しい北大阪地域のほぼ中央に位置し、交通の要衝にある茨木市に大阪府中

央卸売市場を開設しました。

　市場事業の運営にあたっては、府民に対し生鮮食料品等を円滑かつ安定的に供

給するとともに、生鮮食料品等流通の近代化、合理化を図り、地方公営企業法の本

旨である公共の福祉の増進に鋭意努力してきました。

　一方、消費者ニーズの多様化や流通構造の変化を受けた卸売市場法の抜本的改

正など、卸売市場を取り巻く環境は大きな節目を迎えております。

　そうした中、当市場は平成29年3月に策定した新たな中期経営計画「経営展望」

（平成29年度～令和3年度）において、目指すべき将来像を「競争力のある市場」と

定め、当市場の強みである広大な敷地や高速道路の結節点である立地条件を活か

すため、広域的な集荷・転送・分荷機能の強化等５つの基本戦略を柱として市場活

性化に取り組んでおります。

　また、当市場は、全国の中央卸売市場で初めて指定管理者制度を導入しており、

平成29年4月からは2期目の指定管理期間がスタートしています。民間のノウハウと

活力を最大限に発揮した効率的な管理運営業務を実施しており、その結果として、

管理運営コストの削減、市場の活性化等に大きな成果を上げています。

第１　令和元年度 大阪府中央卸売市場事業報告書
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金139億2,599万7,944円を上回っております。

：企業債を除く）は、17億7,971万601円となりました。

が、6億2,103万2,158円で、差引1億2,460万4,787円の純利益を確保しております。

経営成績につきましては、市場事業収益が、7億4,563万6,945円、市場事業費用

資金収支につきましては、当年度末の運転資金残高（流動資産－流動負債

　財務状態につきましては、資本金合計が218億9,109万8,640円となり、当年度未処理欠損
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(2)

摘　　　要

令和 令和
元.10.25 元.12.9

令和 令和
2.2.25 2.3.24

令和 令和
2.2.25 2.3.24

令和 令和
2.2.25 2.3.24

(3)

(4)

事 務 10 0 10

技 術 2 0 2

技術員等 0 0 0

12 0 12

議 会 議 決 事 項

議案・報告番号 提出年月日 議決等年月日 件　　　　　　　　　　　　　　　　　　名

　令和元年度における議会議決および報告事項は、次のとおりです。

第35号議案

当年度末人員

行 政 官 庁 認 可 事 項

　該当なし

職 員 に 関 す る 事 項

当年度当初人員

　令和2年3月31日現在の職員数は12名で、その内容は次のとおりです。

職 員

その他の職員

計

当年度中増減

令和元年度大阪府中央卸売市場事業会計補正予算（第1号）の件

令和２年度大阪府中央卸売市場事業会計予算の件第17号議案

第36号議案 平成30年度大阪府中央卸売市場事業会計決算報告の件 認定

第109号議案 大阪府中央卸売市場業務規程等一部改正の件
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(5) 料金の設定に関する事項

施設使用料

根拠法令 大阪府中央卸売市場業務規程 大阪府中央卸売市場業務規程施行規則

施行期日 令和元年10月１日

金 融 棟 事 務 所 １㎡につき　2,926円 １㎡につき　2,981円

事務所

一式につき　635,552円 一式につき　647,322円西 冷 蔵 庫

四 階 2,506,439円 2,552,854円

配 送 施 設 一区画につき　129,600円 一区画につき　132,000円

倉 庫 一式につき　2,249,954円 一式につき　2,291,620円

関連商品売場

青果棟及び水産棟
関連商品売場

１㎡につき　2,926円 １㎡につき　2,981円

管理棟
関連商品売場

１㎡につき　5,157円 １㎡につき　5,252円

金融棟
関連商品売場

１㎡につき　5,673円 １㎡につき　5,778円

高 架 下 冷 蔵 庫 一式につき　9,276,772円 一式につき　9,448,564円

製 氷 棟 一式につき　912,857円 一式につき　929,671円

五 階 2,509,415円 2,555,886円

73,287円

二 階 2,485,153円 2,531,174円

三 階 2,495,784円 2,542,003円

輸 送 用 専 用 線 一回につき　13円34銭 一回につき　13円59銭

付
帯
施
設

冷 蔵 庫 棟

一 階 2,664,867円 2,714,217円

中 二 階 71,955円

青 果 棟 及 び 水 産 棟 駐 車 場 一区画につき　9,947円 一区画につき　10,132円

平 面
駐 車 場

大 型 用 一区画につき　6,586円 一区画につき　6,708円

そ の 他 の も の 一区画につき　3,086円 一区画につき　3,143円

福 利 厚 生 施 設 １㎡につき　2,319円 １㎡につき　2,362円

立 体 駐 車 場 （ ２ 階 部 分 に 限 る ） 一区画につき　5,400円 一区画につき　5,500円

卸 売 棟 事 務 所 １㎡につき　2,491円 １㎡につき　2,537円

管 理 棟 事 務 所 １㎡につき　2,926円 １㎡につき　2,981円

買 荷 保 管 積 込 所 １㎡につき　1,288円 １㎡につき　1,312円

加工施設
バ ナ ナ 加 工 施 設 一式につき　3,094,785円 一式につき　3,152,096円

そ の 他 の 加 工 施 設 １㎡につき　1,975円 １㎡につき　2,011円

青 果 低 温 卸 売 施 設 一式につき　159,464円 一式につき　162,417円

仲 卸 売 場 １㎡につき　2,491円 １㎡につき　2,537円

施 設 名
１ヶ月あたりの使用料

旧料金 新料金

卸 売 場 １㎡につき　355円 １㎡につき　361円
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２

備 考

4,416,820 円 4%受水槽設備の改修 平成31年4月1日

着 工 年 月 日

-

本年度工事費 竣 工 年 月 日工 事 名 本 年 度 施 工 内 容

建 設 工 事 の 概 況

受水槽設備改修工事

工 事

(1)
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３

(1)

　令和元年度における当市場の取扱数量および取扱金額は、次のとおりです。

取 扱 数 量 取 扱 金 額
トン 千円

203,048 53,289,895

38,654 36,250,810

241,702 89,540,705

(2)

円

（指定管理者納付金等） 円

(3)

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

621,032,158

611,691,172

155,399,070

165,812,271

9,340,986

8,788,249

290,357,881

業 務 量

市 場 事 業 収 益

営 業 外 収 益

市 場 事 業 費 用

営 業 費 用

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

営 業 外 費 用

企 業 債 利 息

計

雑 支 出

事業費用に関する事項

備 考

745,636,945

745,636,945

人 件 費

物 件 費

業 務

区 分

事業収入に関する事項

青 果 物

水 産 物

545,012

121,950

7,725企業債手数料及び取扱諸費
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４

(1)

　該当事項なし

(2)

イ

1,042,987,722 円

2,000,000 円

89,727,228 円

955,260,494 円

ロ

0 円

0 円

0 円本 年 度 末 残 高

本 年 度 償 還 額

本 年 度 末 未 償 還 額

　一時借入金の概況は、次のとおりです。

前 年 度 末 残 高

前 年 度 末 未 償 還 額

本 年 度 起 債 額

企業債及び一時借入金の概況

本 年 度 借 入 残 最 高 額

会 計

　企業債の概況は、次のとおりです。

重 要 契 約 の 要 旨
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(1)　収益的収入及び支出

円 円 円 円

第１款

0

第１項

0

地方公営 地方公営

企業法第 企業法第

24条第３ 26条第２

項の規定 項の規定

に よ る に よ る

支 出 額 支 出 額

円 円 円 円 円 円 円 円

第１款

0 0 0 671,756,000 0 671,756,000

第１項

0 0 0 613,782,000 0 613,782,000

第２項

0 0 0 55,974,000 0 55,974,000

第３項

0 0 0 2,000,000 0 2,000,000

補 正 予 算 額

794,567,000

794,567,000

当 初 予 算 額

当初予算額

△ 6,895,000

△ 6,895,000

625,462,000

△ 10,954,000

△ 11,680,000

流用
増減額

支 出

予　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　額

予備費
支出額

区　　　　分

第 24 条 第 ３ 項 の

予 算 額

額 に 係 る 財 源

充 当 額

地 方 公 営 企 業 法

726,000

787,672,000

787,672,000

小　　計 合　　計

市場事業収益

営業外収益

営 業 費 用

補正予算額

682,710,000

営業外費用

予 備 費

市場事業費用

55,248,000

2,000,000 0

第２　令和元年度 大阪府

収 入

区 分
合 計規 定 に よ る 支 出
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中央卸売市場事業決算報告書

備 考

円 円

（うち仮受消費税及び地方消費税51,058,597円）

円 円

672,234,050 △ 478,050

618,413,107 △ 4,631,107 (うち仮払消費税及び地方消費税　6,721,935円)

53,820,943 2,153,057 (うち仮払消費税及び地方消費税　757円)

(うち消費税及び地方消費税　44,479,200円)

0 2,000,000

0

9,023,354

9,023,354

項 の 規 定 に よ
る 繰 越 額

円

地方公営企業
法 第 26 条 第 ２

不 用 額 備　　考

796,695,354

0

決　算　額

0

0

予 算 額 に 比
決 算 額 べ 決 算 額 の

増 減

796,695,354
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(2)　資本的収入及び支出

円 円 円 円 円

第１款

第１項

3,000,000 △ 1,000,000 2,000,000

第2項

52,069,000 △ 1,596,000 50,473,000

当初予算額 補正予算額 合　　計

円 円 円 円 円 円

第１款

第１項

6,307,000 △ 1,835,000 0 0 4,472,000

第２項

89,728,000 0 0 0 89,728,000

第３項

14,412,000 △ 3,192,000 0 11,220,000 0 11,220,000

当年度消費税資本的収支調整額401,529円で補てんする。

資 本 的 収 入 額 52,473,000 円 が 資 本 的 支 出 額 105,364,048 円 に 不 足 す る 額

区　　　　分

52,891,048 円 に つ い て は 、 過 年 度 損 益 勘 定 留 保 資 金 52,489,519 円 、

0

0

0

支 出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

企業債償還金

基 金 積 立 金

0 105,420,000
市 場 事 業

110,447,000 △ 5,027,000 0

89,728,000

105,420,000

0

市 場 事 業
資 本 的 収 入

企 業 債

出 資 金 0

52,473,000

予　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　額

収 入

区 分

予　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　額

当初予算額 小計

地方公営企業

法第 26条の規

定 に よ る 繰 越

額 に 係 る

財 源 充 当 額

円

55,069,000 △ 2,596,000 0

02,000,000

50,473,000

52,473,000

流用
増減額

定 に よ る

小　　計

繰 越 額

継

続

費
逓

次

繰

越

額

0

26 条 の 規

0

円

0

地 方 公 営

企 業 法 第

継続費逓次
繰越額に係る
財源充当額

4,472,000

補正予算額 合　　計
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円

決　算　額 不 用 額 備　　考

合 計

円 円 円 円 円

4,416,820 0 0 55,180 　(うち仮払消費税及び地方消費税 401,529円)

89,727,228 0 0 772

11,220,000 0 0 0 0

0

0

0

55,9520

繰 越 額

翌年度繰越額

地 方 公 営

企 業 法 第

26 条 の 規

定 に よ る

継続

費逓

次繰

越額

105,364,048 0

0

0

円

2,000,000

50,473,000

備 考決 算 額

予 算 額 に 比

べ 決 算 額 の

増 減

52,473,000 0
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（単位：円）

１

(1) 321,211,341
(2) 290,357,881
(3) 121,950 611,691,172

611,691,172

２

(1) 59,917
(2) 70,677,000
(3) 53,727,185
(4) 621,172,843 745,636,945

３

(1) 8,795,974

(2) 545,012 9,340,986 736,295,959

124,604,787

124,604,787

14,050,602,731

13,925,997,944

雑 収 益

長 期 前 受 金 戻 入

（平成３１年４月１日から令和２年３月３１日まで）

営 業 費 用

市 場 管 理 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

営 業 外 費 用

営 業 損 失

第３　令和元年度 大阪府中央卸売市場事業損益計算書

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 欠 損 金

当年度未処理欠損金

営 業 外 収 益

受取利息及び配当金

他 会 計 補 助 金

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

雑 支 出

経 常 利 益
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補  助  金
資 本 剰 余 金
合　計

　前 年 度 末 残 高 21,840,625,640 186,659,000 186,659,000

　前 年 度 処 分 額 0 0 0

21,840,625,640 186,659,000 186,659,000

　当 年 度 変 動 額 50,473,000 0 0

他会計繰入金の受入 50,473,000 0 0

当年度純利益 0 0 0

　当 年 度 末 残 高 21,891,098,640 186,659,000 186,659,000

第４　令和元年度 大阪府中央卸売市場事業剰余金計算書

　（平成３１年４月１日から令和２年３月３１日まで）

剰           　 　　余　　　　            金

資  本  金 資   本   剰   余   金

　処 分 後 残 高
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(単位：円）

未 処 分
利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金
合　計

△ 14,050,602,731 △ 14,050,602,731 7,976,681,909

0 0 0

△ 14,050,602,731 △ 14,050,602,731 7,976,681,909

124,604,787 124,604,787 175,077,787

0 0 50,473,000

124,604,787 124,604,787 124,604,787

△ 13,925,997,944 △ 13,925,997,944 8,151,759,696

剰           　 　　余　　　　            金

資  本  合  計利　 益　 剰　 余 　金

(繰越欠損金)

(当年度未処理欠損金)
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(単位：円)

21,891,098,640 186,659,000 △ 13,925,997,944

0 0 0

21,891,098,640 186,659,000 △ 13,925,997,944

議会の議決による処分額

処 分 後 残 高

第５　令和元年度 大阪府中央卸売市場事業欠損金処理計算書
　（平成３１年４月１日から令和２年３月３１日まで）

資　本　剰　余　金 未 処 理 欠 損 金

当 年 度 末 残 高

資　　　本　　　金

(繰越欠損金)
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１

(1)

イ

ロ 20,271,816,012

18,317,968,305

ハ 3,140,459,832

2,261,255,140

ニ 1,446,404,385

913,342,451

ホ 6,413,000

6,092,350

ヘ 48,789,800

18,638,299

ト

(2)

イ

(3)

イ

ロ

ハ

ニ

２

(1)

(2)

(3) 8,000,000

4,493,256,000

1,953,847,707

879,204,692

533,061,934

320,650

7,893,857,775

645,400

30,151,501

1,927,428,819

第６　令和元年度 大阪府中央卸売市場事業貸借対照表

現 金 ・ 預 金

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

差 入 れ 保 証 金

機 械 及 び 装 置

4,015,291

1,800,000

貸 倒 引 当 金

未 収 金

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産

中央卸売市場事業減債基金 11,220,000

△ 2,328,605

117,974,548

（令和２年３月３１日）

資　　　産　　　の　　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計 2,053,403,367

9,960,926,542

減 価 償 却 累 計 額

車 両 及 び 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 ・ 器 具 及 び 備 品

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

2,328,605

645,400

7,907,523,175

（単位：円）

投資その他の資産合計 13,020,000

固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

長 期 未 収 金
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３

(1)

イ

(2)

イ

４

(1)

イ

(2)

(3)

(4)

イ

ロ

(5)

５

(1)

(2)

６

(1)

７

(1)

イ

(2)

イ

資 本 金 合 計

資 本 剰 余 金

21,891,098,640

資 本 金

資 本 金

資 本 合 計

13,925,997,944

8,151,759,696

△ 13,739,338,944

欠 損 金 合 計

186,659,000

21,891,098,640

剰 余 金

負 債 資 本 合 計

186,659,000

9,960,926,542

欠 損 金

剰 余 金 合 計

65,753,028

固 定 負 債

企 業 債

引 当 金

当年度未処理欠損金 13,925,997,944

国 庫 補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計 10,099,000

法 定 福 利 費 引 当 金

6,460,102

負　　　債　　　の　　　部

流 動 負 債

企 業 債

未 払 金

資　　　本　　　の　　　部

繰 延 収 益

繰 延 収 益 合 計 573,753,484

△ 6,196,842,198長期前受金収益化累計額

長 期 前 受 金 6,770,595,682

流 動 負 債 合 計 359,220,874

引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

負 債 合 計 1,809,166,846

197,509,359

8,518,000

1,581,000

建 設 改良費等 の財 源に
充 て る た め の 企 業 債 869,732,386

建 設 改良費等 の財 源に
充 て る た め の 企 業 債 85,528,108

賞 与 引 当 金

固 定 負 債 合 計 876,192,488

未 払 費 用 331,379
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第７　令和元年度 大阪府中央卸売市場事業キャッシュ・フロー計算書

（単位：円）

1  業務活動によるキャッシュ・フロー

     当年度純利益 124,604,787

     有形固定資産減価償却費 290,357,881

     固定資産除却費 121,950

     賞与引当金増減額（△は減少） △42,000

     法定福利費引当金増減額（△は減少） 3,000

     退職給付引当金繰入額 △1,498,724

     長期前受金戻入 △53,727,185

     受取利息及び配当金の受取額 △59,917

     支払利息及び企業債取扱諸費の支払額 8,795,974

     未収金の増減額（△は増加） △53,022,222

     未払金の増減額（△は減少） 39,846,208

     未払費用の増減額（△は減少） △44,653

     その他流動負債の増減額（△は減少） 6,466,989

       小計 361,802,088

     受取利息及び配当金の受取額 59,917

     支払利息及び企業債取扱諸費の支払額 △8,795,974

           業務活動によるキャッシュ・フロー 353,066,031

2  投資活動によるキャッシュ・フロー

     有形固定資産の取得による支出 △4,079,591

   　中央卸売市場事業減債基金組入による支出 △11,220,000

           投資活動によるキャッシュ・フロー △15,299,591

3  財務活動によるキャッシュ・フロー

     建設改良費等の財源に充てる企業債の収入 2,000,000

     建設改良費等の財源に充てる企業債償還支出 △89,727,228

     他会計からの出資による収入 50,473,000

           財務活動によるキャッシュ・フロー △37,254,228

   資金増加額 300,512,212

   資金期首残高 1,626,916,607

   資金期末残高 1,927,428,819

 （平成3１年４月１日から令和２年３月31日まで）
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１　重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）固定資産の減価償却の方法

ア　有形固定資産

　　定額法を採用している。

 （平成3１年４月１日から令和２年３月31日まで）

イ　無形固定資産

　　定額法を採用している。

　　耐用年数については、地方公営企業法施行規則による耐用年数を基準としている。

（２）引当金の計上方法

ア　貸倒引当金

　　債権の不納欠損による損失に備えるため、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

     賞与引当金繰入額

　　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する金額を計上している。

　　（一般会計が負担すると見込まれている額（所要額の９５％相当）を除く。）

ウ　賞与引当金

　　職員の期末手当・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する金額を計上している。

エ　法定福利費引当金

　　職員の法定福利費の支出に備えるため、当年度末の支出見込額に基づき、当年度の負担に属する金額を計上している。

（３）その他

ア　消費税の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。

２　キャッシュ・フロー計算書に関する注記

　　間接法により計算している。

（１）重要な非資金取引の内容

　当該年度における現物出資の受入による資金の増加額は、10,600,500円である。

３　貸借対照表に関する注記

（１）企業債の償還に係る一般会計の負担

　　貸借対照表に計上されている企業債（１年内に償還予定のものも含む）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は477,630,247円である。

（２）みなし償却制度の廃止に伴う経過措置

４　セグメント情報に関する注記

　　単一の事業であるため該当事項なし。

５　減損損失に関する注記

　　該当事項なし。

６　リース契約により使用する固定資産に関する注記

　　該当事項なし。

７　重要な後発事象に関する注記

　　該当事項なし。

８　その他の注記

（１）賞与引当金及び法定福利費引当金の目的使用による取り崩しについて

（２）退職給付引当金の目的使用による取り崩しについて

当事業年度において、退職手当として29,969,724円を支給するため、退職給付引当金1,498,724円を取り崩した。

  第８　　注　　記

　平成26年３月31日において、償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で現に資本剰余金として整理している額のうち、該当資
産との対応関係の把握が不可能であったものについては、現存する資産（補助金等が充当されていないことが明らかな資産を除く）を対
象とし、補助金充当率を用いた按分により整理している。

当事業年度において、期末・勤勉手当（６月期）として12,463,935円を支給するため、賞与引当金8,309,290円及び期末・勤勉手当（６
月期）に係る法定福利費2,294,788円を支払うために、法定福利費引当金1,529,857円を取り崩した。
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１　収　益　費　用　明　細　書 （単位：円）

款 項 目 節 金　　　　　　額 備 考

市 場 事業 収益 745,636,945

営 業 外 収 益 745,636,945

受取利息及び配当金 59,917

預 金 利 息 59,917

他 会 計 補 助 金 70,677,000

長 期 前 受 金 戻 入 53,727,185

雑 収 益 621,172,843

そ の 他 雑 収 益 621,172,843

収 益 合 計 745,636,945

市 場 事業 費用 621,032,158

営 業 費 用 611,691,172

市 場 管 理 費 321,211,341

給 料 51,718,280

手 当 33,344,389

賞 与 引 当 金 繰 入 額 8,267,290

賃 金 1,186,344

報 酬 12,481,633

法 定 福 利 費 19,583,621

法定福利費引当金繰入額 1,532,857

退 職 給 与 金 28,471,000

備 消 耗 品 費 657,826

報 償 費 21,500

旅 費 662,327

被 服 費 90,450

燃 料 費 13,759

印 刷 製 本 費 175,494

修 繕 費 61,720,509

保 険 料 757,703

通 信 運 搬 費 473,545

委 託 料 2,849,767

使 用 料 及 び 賃 借 料 1,757,227

負担金補助及び交付金 95,445,820

減 価 償 却 費 290,357,881

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

290,357,881

資 産 減 耗 費 121,950

固 定 資 産 除 却 費 121,950

営 業 外 費 用 9,340,986

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

8,795,974

企 業 債 利 息 8,788,249

企 業 債 手 数 料
及 び 取 扱 諸 費

7,725

雑 支 出 545,012

そ の 他 雑 支 出 545,012

費 用 合 計 621,032,158

第９　　附　属　明　細　書
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２　 固　 定 　資　 産　 明　 細　 書

事 務 所 用 建 物

施 設 用 建 物

舗 装

そ の 他 構 築 物

電 気 設 備

機 械 設 備

工 業 用水道 保証金

合 計 1,800,000 11,220,000 0

差 入 れ 保 証 金 1,800,000 0 0

1,800,000 0 0

長 期 未 収 金 2,328,605 0 0

貸 倒 引 当 金 △ 2,328,605 0 0

(3) 　 投　資　そ　の　他　の　資　産　明　細　書

資産の種類 年度当初現在高 当年度増加額 当年度減少額

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 及 び 運 搬 具

532,442,930

2,604,185,902

1,446,404,385

1,024,680,924

421,723,461

6,413,000

(1) 有 形 固 定 資 産 明 細 書

資産の種類

土 地

2,608,016,902

0 1,446,404,385

0 1,024,680,924

0

19,051,186,624

0 3,140,459,832

0 532,442,930

0

0 20,271,816,012

0 1,220,629,388

0

合 計 645,400 0 0 0

電 話 加 入 権 645,400 0 0 0

(2) 無 形 固 定 資 産 明 細 書

資産の種類 年度当初現在高 当年度増加額 当年度減少額 当年度減価償却高

当年度増加額年度当初現在高

4,493,256,0000

6,413,000

0

0

0

0

年度末現在高当年度減少額

0 4,015,291

2,439,002 29,411,154,320

2,439,002

3,831,000

421,723,461

0

0

0

0

0

3,831,000

48,789,800

0

4,015,291

14,615,791

6,769,500

4,493,256,000

20,271,816,012

1,220,629,388

19,051,186,624

3,136,628,832

中央卸売市場事業減債基金 0 11,220,000 0

44,459,302

0

29,398,977,531

工具 ・器具及び備品

建 設 仮 勘 定

合 計
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年　 度　 末

当年度増加額 当年度減少額 累　　　　計 償却未済高

－ － － 4,493,256,000

184,319,890 0 18,317,968,305 1,953,847,707

25,466,918 0 658,415,418 562,213,970

158,852,972 0 17,659,552,887 1,391,633,737

42,044,407 0 2,261,255,140 879,204,692

0 0 505,820,783 26,622,147

42,044,407 0 1,755,434,357 852,582,545

58,439,161 0 913,342,451 533,061,934

58,439,161 0 512,705,163 511,975,761

0 0 400,637,288 21,086,173

0 0 6,092,350 320,650

5,554,423 2,317,052 18,638,299 30,151,501

－ － － 4,015,291

290,357,881 2,317,052 21,517,296,545 7,893,857,775

年度末現在高

645,400

645,400

年度末現在高

2,328,605

△ 2,328,605

1,800,000

1,800,000

11,220,000

13,020,000

（単位：円）

備 考

備 考

減　価　償　却　累　計　額
備 考

（単位：円）

（単位：円）
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３　 企　　業　　債　　明　　細　　書

当年度償還高 償 還 高 累 計

平成12年度 大 蔵 省 借 入 平 13. 3.26 226,000,000 11,897,892 150,489,758

平成12年度 公営企業金融公庫債 〃 13. 3.29 307,000,000 22,594,203 284,020,064

平成13年度 財 務 省 借 入 〃 14. 3.25 66,000,000 3,451,828 39,708,418

平成20年度 財 務 省 借 入 〃 21. 3.25 3,000,000 137,643 790,048

平成20年度 地方公営企業等金融機構 〃 21. 3.25 2,000,000 128,550 739,652

平成22年度 地方公共団体金融機構 〃 23. 3.24 3,000,000 161,592 630,275

平成22年度 地方公共団体金融機構 〃 23. 3.24 6,000,000 323,185 1,260,553

平成22年度 地方公共団体金融機構 〃 23. 3.24 5,000,000 288,699 1,126,044

平成23年度 地方公共団体金融機構 〃 24. 3.27 127,000,000 6,811,628 20,133,272

平成23年度 地方公共団体金融機構 〃 24. 3.27 41,000,000 5,215,021 41,000,000

平成23年度 地方公共団体金融機構 〃 24. 3.27 12,000,000 693,169 2,050,830

平成24年度 地方公共団体金融機構 〃 25.3.26 74,000,000 3,178,168 21,468,977

平成24年度 地方公共団体金融機構 〃 25.3.26 56,000,000 2,405,100 16,246,793

平成24年度 地方公共団体金融機構 〃 25.3.26 56,000,000 3,705,648 25,403,895

平成24年度 地方公共団体金融機構 〃 25.3.26 44,000,000 2,000,871 13,555,925

平成25年度 地方公共団体金融機構 〃 26.3.27 53,000,000 2,262,555 13,210,407

平成25年度 地方公共団体金融機構 〃 26.3.27 1,000,000 36,650 213,464

平成25年度 地方公共団体金融機構 〃 26.3.27 3,000,000 109,949 640,394

平成25年度 地方公共団体金融機構 〃 26.3.27 3,000,000 197,134 1,162,406

平成25年度 地方公共団体金融機構 〃 26.3.27 15,000,000 985,672 5,812,030

平成26年度 地方公共団体金融機構 〃 27.3.27 64,000,000 2,739,703 13,455,777

平成26年度 地方公共団体金融機構 〃 27.3.27 11,000,000 722,261 3,575,504

平成27年度 地方公共団体金融機構 〃 28.3.30 65,000,000 2,888,337 11,501,578

平成27年度 地方公共団体金融機構 〃 28.3.30 9,000,000 1,500,747 5,993,999

平成27年度 地方公共団体金融機構 〃 28.3.30 28,000,000 1,079,987 4,294,177

平成27年度 地方公共団体金融機構 〃 28.3.30 33,000,000 1,272,842 5,060,994

平成27年度 地方公共団体金融機構 〃 28.3.30 65,000,000 4,315,999 17,238,135

平成28年度 地方公共団体金融機構 〃 29.3.30 63,000,000 2,767,114 8,268,280

平成29年度 地方公共団体金融機構 〃 30.3.29 127,000,000 5,555,904 11,089,652

平成29年度 地方公共団体金融機構 〃 30.3.29 1,000,000 166,642 333,267

平成29年度 地方公共団体金融機構 〃 30.3.29 2,000,000 132,535 264,938

平成30年度 大 阪 府 公 募 公 債 〃 31.3.28 33,000,000 0 0

平成30年度 大 阪 府 公 募 公 債 〃 31.3.28 70,000,000 0 0

令和元年度 大 阪 府 公 募 公 債 令 2.3.31 2,000,000 0 0

1,676,000,000 89,727,228 720,739,506

種　　　　　　　　　　類 発行年月日発 行 総 額
償　　　還　　　高

計
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75,510,242 226,000,000 1.60 ％ 令 8. 3. 1

22,979,936 307,000,000 1.70 〃 〃 3. 3.20

26,291,582 66,000,000 2.10 〃 〃 9. 3. 1

2,209,952 3,000,000 1.80 〃 〃 16. 3. 1

1,260,348 2,000,000 1.70 〃 〃 11. 3.20

2,369,725 3,000,000 1.70 〃 〃 15. 3.20

4,739,447 6,000,000 1.70 〃 〃 15. 3.20

3,873,956 5,000,000 1.70 〃 〃 14. 3.20

106,866,728 127,000,000 1.50 〃 〃 16. 3.20

0 41,000,000 0.50 〃 〃 2. 3.20

9,949,170 12,000,000 1.40 〃 〃 15. 3.20

52,531,023 74,000,000 1.20 〃 〃 17. 3.20

39,753,207 56,000,000 1.20 〃 〃 17. 3.20

30,596,105 56,000,000 0.70 〃 〃 10. 3.20

30,444,075 44,000,000 1.10 〃 〃 16. 3.20

39,789,593 53,000,000 1.10 〃 〃 18. 3.20

786,536 1,000,000 1.20 〃 〃 21. 3.20

2,359,606 3,000,000 1.20 〃 〃 21. 3.20

1,837,594 3,000,000 0.70 〃 〃 11. 3.20

9,187,970 15,000,000 0.70 〃 〃 11. 3.20

50,544,223 64,000,000 0.90 〃 〃 19. 3.20

7,424,496 11,000,000 0.50 〃 〃 12. 3.20

53,498,422 65,000,000 0.30 〃 〃 20. 3.20

3,006,001 9,000,000 0.10 〃 〃 4. 3.20

23,705,823 28,000,000 0.40 〃 〃 23. 3.20

27,939,006 33,000,000 0.40 〃 〃 23. 3.20

47,761,865 65,000,000 0.10 〃 〃 13. 3.20

54,731,720 63,000,000 0.40 〃 〃 21. 3.20

115,910,348 127,000,000 0.40 〃 〃 22. 3.20

666,733 1,000,000 0.01 〃 〃 6. 3.20

1,735,062 2,000,000 0.10 〃 〃 15. 3.20

33,000,000 33,000,000 0.001 〃 〃 6. 3.28

70,000,000 70,000,000 0.155 〃 〃 11. 3.28

2,000,000 2,000,000 0.030 〃 〃 12. 3.28

955,260,494 1,676,000,000

未 償 還 残 高 発 行 価 額 利　率 償 還 終 期 備 考
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